
 

 

提案 1 
子育て世代大好き都市への変革 

～ 世代間交流を通してのまちづくり ～ 
 

計画 

目標 

少なくとも１軒の空き家が、 

地域の子育て環境として有効活用されている。 

・ 空き家のうちの１軒（若しくは数軒）を子育て世代への情報提供（交換）や集まりの場所（子育ての悩みをお互

いの情報交換で少しでも解決していき、連帯感の中から明るい子育てができるように促す）として有効利用し、

市民の手で運営できるように活用する。 

・ それにより子育て環境の醸成と非子育て世代への関心度向上と協力を求める。 

・ 結果的に行政施策と相まって子育てにとって抜群の都市として転入誘致になればよい。 
 

概況 

＜現況＞ 

・ 開発地域と旧村のギャップが多い 

・ 商業施設が少ない 

・ 国の史跡として貴重な狭山池へのアクセスが悪

い 

・ 空き家が多い 

・ 狭隘道路が多く危険 

・ 世代間交流が希薄 

・ 駅が無人 

・ 子育て環境が整備不十分 

＜資源＞ 

・ 空き家等の有効利用 

・ 歴史ある施設や史跡 

・ さやま池の有効活用 

・ 小規模飲食店を活かす 

・ 商業者のボランティア参入 

○ 空き家は人口増と逆行となるため早期の解決（有効利用）が望ましい。 

 

時点 
節目目標 

（マイルストーン） 
取り組み 備考 

6 か月後 

訪問調査を行う空

き家の選定と、アン

ケート調査票作成

のためのヒアリン

グを終えている。 

私と 

PT 委員 

・ 空き家調査・子育て世代へのアン

ケート調査のプロジェクトチー

ムを立ち上げる（3か月目途） 

・ 既に実施している同

様の団体があるの

で、コラボレーショ

ンも視野に入れる。 

・ チラシづくりについ

ての有効なアドバイ

スと作成のレクチャ

ーを受ける（印刷業

者・ウェブデザイナ

ー・関係事業経験者） 

市民・行政 

・ 行政（関連団体）に資料として蓄積

されているものの開示を依頼。 

・ 権利関係や今までの取り組みをレ

クチャーしてもらう。 

・ 「官」ではできないハードルを市民

が受け持つ協力体制の構築を促進

する。 

1 年後 

空き家問題の個別

事情のまとめとア

ンケート結果の集

計ができている。 

私と 

PT 委員 

・ アンケート対象者を選定する（行政

や他団体にもヒアリング） 

・ 空き家の訪問調査、アンケート調査

を実施する（6か月目途） 



 

時点 
節目目標 

（マイルストーン） 
取り組み 備考 

1 年～

1.5 年後 

利用候補として選

定した家屋につい

て、権利関係や財務

的内容が検証でき

ている。 

PT 

・ 利用候補とする家屋を選定す

る。 

・ 商業者（NPO 含む）などから家

屋運用の担い手を決める（でき

れば PT を中心に市民の手で運

営できることが望ましい） 

・ 選定はあくまでも PT 主導

で、相手がある事なので、

トラブルが起きないよう、

また永年に渡って維持で

きるよう要素を洗い出し

て詰めていく。 

・ 実際に利用できる家屋と

方針を決めていく際に、そ

の後の具体的運用につい

ての専従者の選定が必要

となる。 

行政 

・ 契約業務にあたってのリ－ガ

ルチェックと財務的補助を行

う。 

1.5 年～

2 年後 

対象家屋整備に対

する予算・運営者・

運営方針・利用対象

者などが決定して

いる。 

PT 

・ 対象家屋の安全性確保（建基・

防犯・防災）の為の調査と改装

項目の洗い出しを行う。 

・ 運営に携わるスタッフ（団体）

との協議を通じて運営計画を

策定する。 

・ PR 活動に対する素案を策定す

る。 

・ 市内の専門業者とタイア

ップし、技術的なアドバイ

スをもらい、事業予算を計

画する。 

行政 

・ 出そろった案（インフラ面・財

務面）に対し、行政がどこまで

補助できるのかを協議する。 

・ 同時に予算全体についての最

終案の採択と予算付けを行う

（補助以外にも協賛団体を募

る・クラウドファンディングな

ど） 

 

（参考） 

時点 段階 取り組み等 

2 年～ 

3 年後 

対象家屋の 

整備期間 

PT 

・ 整備期間中の管理と各種許認可関係確認。 

・ スタッフ募集と各種 PR 策の完成・配布（PR 誌は分かりやすく

誤解を招かないものに） 

商業者 
・ 工務店は実際の工事。 

・ 運営者は運営計画の見直しと各種申請。 

行政 
・ 予算の申請と担当グループへの移管及び役所内や他の関連団

体との連携体制を構築する。 



 

時点 段階 取り組み等 

3 年～ 

4 年後 
試験的運用開始 

PT 

・ 専門運営者以外にもボランティアを募り、安全確保と守秘義務

を最優先としながら、出来るだけ永くかつ安価な運営ができる

体制を模索する。 

商業者 

・ 商売として成り立つことは難しいので、PT を中心として市民が

運営を主に行う中、専門家としてのアドバイスと手助けを行

う。 

行政 ・ 引き続き誘致と他団体との連携を受け持つ。 

4 年～ 

5 年後 
本格運営開始 PT 

・ 発生する費用の予算付け。 

・ 各パートの責任者決定と配置。 

・ 長期運営するための他団体との契約や相互理解の上での人員

提携等。 

・ 各種トラブルに対するマニュアル策定。 

・ 行政窓口との定期連絡協議会設置。 

・ 利用者の意見をお聞きする「目安チーム」を設置し（場合によ

っては外部専門家）、トラブルや事故を未然に防げる体制を構

築。 

 

・ 第 2の施設を模索 

→ モデルケースとなり他市他県からも視察に来るようなことに

なればうれしい！ 

・ 「施設（場所）さえ見つかれば運営はやります」という団体は

あるので、当初から関係団体への声掛け・相談は欠かさないこ

と。 

・ あくまでも市民の取り組みなので、 

①予算を安価に抑えること 

②一部のスタッフに負担が集中しないこと 

③長く続くこと 

④永続的に行政からの支援が得られること 

⑤興味を持っていただく方が右肩上がりに増えること（←ここ

が肝要；子育て世代にとって魅力ある都市にすることが最大の

目的のため、そのプロセスとして） 

⑥この取り組みが拡大増加すること 

⑦関係者全員が Win Win の関係となり、他の課題にも派生でき

る取り組みとなること 等々 

 


